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1.16年 8月中間期の連結業績 (   ～   )平 成16年 3月 1日 平 成16年 8月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 8月中間期       57,590    △8.8       1,323   △43.9       1,146   △25.9
15年 8月中間期       63,133    △2.3       2,358    26.2       1,547    64.9

16年 2月期      127,039－        4,645－        3,188－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 8月中間期          717   △27.1           8.29          7.98
15年 8月中間期          984   △19.1          11.68－

16年 2月期        2,126－          25.23－

(注 )1.持分法投資損益 16年 8月中間期 152百万円 15年 8月中間期          119百万円
16年 2月期          211百万円

2.期中平均株式数(連結) 16年 8月中間期     86,547,912株 15年 8月中間期     84,280,352株
16年 2月期     84,277,237株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 8月中間期       94,368       6,718      7.1          73.96
15年 8月中間期      102,545       3,793      3.7          45.01

16年 2月期       95,118       4,695      4.9          55.72
(注 )期末発行済株式数(連結) 16年 8月中間期     90,836,256株 15年 8月中間期     84,277,894株

16年 2月期     84,270,728株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 8月中間期          903      △1,798         △471        4,619
15年 8月中間期        2,631        △918         △611        6,030

16年 2月期        5,891       1,577      △6,411        5,986

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   11 －     3

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－     1     1 －

2.17年 2月期の連結業績予想 (   ～   )平 成16年 3月 1日 平 成17年 2月28日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期      119,500       3,400       1,500

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          16円51銭

上 記 の 予 想 は 、 発 表 日 現 在 で 入 力 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。 実 際 の 業 績 は 、 今
後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、
添 付 資 料 ８ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。 （ 注 ） 金 額 表 示 は 百 万 円 未 満 切 捨 て



 

企業集団の状況 

 

 当社の企業集団は、当社、子会社１５社、関連会社５社で構成され、百貨店事業を主な内容とし、百貨店 

 事業に付随、関連する友の会事業等の事業活動を展開しております。 

 当グループの事業に関する位置づけは次のとおりであります。 

  百 貨 店 業       … 当社及び連結子会社㈱博多井筒屋、㈱久留米井筒屋、㈱宇部井筒屋、㈱飯塚井筒屋 

           が事業展開しており、当社は㈱博多井筒屋外３社に対し商品の供給を行うほか、商 

           品券の共通使用等営業上の提携を行っております。 

           連結子会社㈱ブックセンタークエストが当社及び㈱久留米井筒屋の店舗内で書籍・文 

           具等の販売を、連結子会社㈱レストラン井筒屋がレストラン部門の経営を当社の店舗 

           内でそれぞれ行っております。 

           なお、連結子会社㈱井筒屋ファッションサービスが当社及び㈱久留米井筒屋で店頭販

売業務を、連結子会社㈱井筒屋外商サービスが当社、㈱博多井筒屋及び㈱久留米井筒

屋の外商セールス業務を、連結子会社井筒屋商事㈱は、慶弔ギフトの販売、国内及び

輸入製品の卸売を行っております。 

           また、関連会社㈱小倉伊勢丹は百貨店業を営んでおります。 

 

  そ の 他 事 業        … 百貨店各社に対し連結子会社㈱井筒屋友の会は前払式の商品販売の取次を行ってお

ります。 

           その他百貨店事業に付随、関連する事業として、家電製品の設置及び修理、店舗内 

           の清掃を非連結子会社㈱井筒屋電化サービス及び井筒屋サービス㈱が行っておりま 

す。 

           関連会社㈱エビスは当社に対し、駐車場の管理及び店舗・事務所の賃貸を行っており 

           ます。 

なお、関連会社㈱アイ・オーが飲食店業を、連結子会社㈱エッグがスポーツ施設の運 

営を、非連結子会社㈱井筒屋総合保険が損害保険代理店業を、非連結子会社㈱エクリ 

ュ・ジャポンが不動産の管理を、関連会社西日本コンピュータ㈱が情報処理サービス 

業を、関連会社シャボン玉商事㈱が日用品雑貨の販売を営んでおります。 

            

            

  （注）1．前連結会計年度において新規設立した関連会社㈱小倉伊勢丹は、重要性が増したため、持分法

適用関連会社としております。 

    2．㈱ヴィヴァンは、平成 16 年 8 月に会社清算が結了したため、連結の範囲から除外しておりま

す。 
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事業の系統図は次のとおりであります。

（百     貨     店     業）

(百　貨　店)

㈱　井　　　　筒　　　　屋

(書籍・文具等の販売)

㈱ﾌﾞｯｸｾﾝﾀｰｸｴｽﾄ
㈱久留米井筒屋 ㈱宇部井筒屋

商 品 の 供 給
(店頭販売業務) 商品券共通使用
㈱井筒屋ﾌｧｯｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱博多井筒屋 ㈱飯塚井筒屋

(外商セールス業務)
㈱井筒屋外商ｻｰﾋﾞｽ

（ﾚｽﾄﾗﾝの経営） （百貨店業） (慶弔ｷﾞﾌﾄの販売)

㈱ﾚｽﾄﾗﾝ井筒屋 持分法適用関連会社 (国内及び輸入製品の卸売)

㈱小倉伊勢丹 井筒屋商事㈱

（そ 　の　 他　 事 　業）

（店舗内の清掃） （情報処理ｻｰﾋﾞｽ業） (買物券による取次業務) (損害保険代理店業)
子会社 持分法適用関連会社 友の会会員の会費積立 子会社

井筒屋ｻｰﾋﾞｽ㈱ 西日本ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ㈱   金の預け入 ㈱井筒屋総合保険
㈱井筒屋友の会

(家電製品の設置・修理)

子会社

㈱井筒屋電化ｻｰﾋﾞｽ （日用品雑貨の販売） （ｽﾎﾟｰﾂ施設の運営） (不動産の管理)
関連会社 ㈱エ　ッ　グ 子会社

シャボン玉商事㈱ ㈱エクリュ・ジャポン

駐車場の管理
不動産の賃貸

持分法適用関連会社 （飲食店業）
㈱エ　 　ビ 　　ス 関連会社

㈱アイ・オー

(注)
は連結子会社

は百貨店全体との取引

は個々の百貨店との取引

－3－
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経 営 方 針 

 

 

１．会社の経営の基本方針 

 

井筒屋グループは、お客様・お取引先・株主各位ならびに従業員に対し、適正な利

益配分を行い、｢秩序のうえに立つ創造的繁栄｣をはかることを経営理念と定め、この

理念に徹するとともに、｢奉仕こそ繁栄の基｣という奉仕の精神を日常の実践的心構え

といたしております。 

これらを念頭に置きつつ、井筒屋グループを取り巻く経営環境の変化に対応するた

め、平成 17 年２月期は次の重要施策への取り組みを強化して、業績の向上に努めて

まいります。 

 

①営業力強化 

顧客需要に対応すべく本店・黒崎店のリニューアルを実施して商品力を強化する

とともに、新たに導入する新営業システムを活用して販売利益率の向上をはかり、

高収益基盤を確立してまいります。また顧客満足実現のための徹底した従業員教

育を実践して、競合環境に耐えうる営業力の強化をはかってまいります。 

②経費の削減 

徹底した経費構造の改革を行い、期間利益の拡大とキャッシュ・フローの増大を

はかってまいります。 

③井筒屋グループの収益力強化 

グループ全体の人事・営業・物流・財務等に係る管理体制を当社の指導の下、全

て一体化し、時代・地域対応力を基本においた戦略を推進してまいります。 

 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

 

配当につきましては、財務体質の強化ならびに当該期の収益状況および先行きの見

通しなどを踏まえ、安定配当を行うことを基本的な方針といたしております。また、

内部留保資金につきましては、店舗の改装をはじめ今後の事業展開に必要な資金需要

に備えるとともに、負債の削減に充当して堅実な財務体質の維持をはかってまいりま

す。 
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３．目標とする経営指標 

 

当社連結ベースでの目標とする当連結会計年度の経営指標は、売上高営業利益率を 

３．６％、売上高経常利益率を２．８％にそれぞれ設定しております。 

 

 

４．中長期的な会社の経営戦略 

 

当社は平成15 年度から平成18 年度までを展望した「経営資源構造改革計画」を策定し、

全社をあげて経営基盤の強化をはかっております。 

 

① 営業力の強化と経費構造の改革を行い、キャッシュ・フローと期間利益の増大をはかって 

まいります。 

② これをもとに借入金の大幅圧縮を行い、自己資本を充実いたします。 

③ 関連事業の再編により当グループの財務体質強化をはかってまいります。 
 

 

５．会社の対処すべき課題 

 

今後の経済環境につきましては、引き続き企業収益の改善と設備投資の増加が期待

されますものの、原油価格や為替相場の動向など懸念材料も多く予断を許さない状況

が続くものと予想されます。 

当社におきましては、９月より新営業システムを導入し、顧客のご要望を一層的確

にとらえた品揃えの充実を目指してまいります。これに加え、企画商品部を新設し、

オリジナル商品の開発や自主運営売場の拡大をとおしてグループ百貨店全体での利

益率向上をはかってまいります。また、関連子会社株式会社井筒屋ファッションサー

ビスにおきましては、高度な販売技術をもつ販売員を養成する専門校「西日本リテー

ルカレッジ」を平成 17 年４月に開校し、顧客に高い満足を提供できる人材の育成・

輩出を目指してまいります。 

井筒屋グループは、今後も引き続きコンプライアンス重視の公正な企業活動を行い、

お客様、株主の皆様の期待にお応えするべく全社あげて構造改革を断行し、将来にわ

たる安定した収益基盤の確立と、財務体質の健全化に鋭意努力してまいります。 
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６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 
当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要な課題の一つとしてとらえ、迅

速な意思決定による経営の効率化、責任の明確化をはかるための諸施策に取り組んで

おります。 

当社においては、監査役制度を採用しており、監査役は４名、うち社外監査役は３

名であります。監査役は取締役会その他重要な会議に出席するほか、重要な決裁書類

を閲覧するなど、監査役会で協議した方針に従い、取締役会の意思決定と業務執行の

状況について監査を行っております。さらに、監査役会及び監査役の監査に関する事

務を処理する専任部署として監査役室を設置いたしております。 

取締役は現在 13名で、うち社外取締役は２名であります。取締役会につきましては、

原則月１回開催のほか必要に応じて開催し、法令に定められた事項・定款に定められ

た事項・重要な業務執行に関する事項について適法かつ適正に意思決定を行うととも

に、取締役の職務執行の監督を行っております。さらに、経営のスピードアップと責

任の明確化を目的に執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業務執行を分離いたし

ております。 

また、当社の取締役・執行役員の待遇（報酬・退職慰労金）は成果主義に対応した

ものであり、その決定については「役員業績評定委員会」を設置して、透明性や公平

性を高めております。 

内部統制につきましては、コンプライアンス推進体制のさらなる整備･強化をはかる

ため、本年５月にコンプライアンス室を新設いたしました。当社の経営理念に掲げる

企業行動を推進していくために、法令を遵守するだけでなく、その実効性を高めるた

めの「企業行動の基準」と「コンプライアンス基本マニュアル」を制定し、誠実かつ

公正な企業活動の推進に努めております。 
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経営成績及び財政状態 

 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 

 当中間期におけるわが国経済は、世界経済の回復を背景に輸出が引き続き増加し、

企業収益の大幅な改善や設備投資の増加など、総じて景気は回復基調を一段と強めて

まいりました。 

 しかしながら、依然として本格的な個人消費の回復には至らず、百貨店業界におき

ましては、売上高は引き続き前年を下回る商況に終始いたしました。 

 このような情勢下にありまして当社グループは、顧客第一主義に徹した経営姿勢を

堅持しつつ、強固な収益基盤の確立と顧客満足の向上に鋭意取り組んでまいりました。 

 当社グループ連結経営への対応につきましては、平成 19年２月期を最終年度とす

る４ヵ年計画「経営資源構造改革計画」を策定し、競合環境下においても利益を上げ

ることのできる高収益体質の確立と、キャッシュ・フロー増大による財務基盤の早期

健全化を計画の骨子に置き、鋭意、諸施策に取り組んでおります。この一環として、

当社は本年５月に設備資金に充当するため２０億円の第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債を発行いたしました。 

 当中間期の売上高は５７５億９０百万円と前年同期に比べ５５億４２百万円 

（△８．８％）の減収となりました。また、人件費を中心に徹底した営業諸経費の圧

縮を図りましたが、営業利益は１３億２３百万円と前年同期に比べ１０億３５百万円

（△４３．９％）、経常利益は１１億４６百万円と前年同期に比べ４億１百万円 

（△２５．９％）の減益となりました。中間純利益は固定資産除却損を特別損失に計

上しましたこともあり７億１７百万円と前年同期に比べ２億６６百万円（△２７．１％）

の減益となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次の通りであります。 

（百貨店業） 

 百貨店業におきましては、当社は３月に洋品フロア及び子供服フロアのリニュ－ア

ルを行い、６月には食品フロアを１６年ぶりにリニュ－アルし、顧客のご要望に沿う

べく品揃えの充実をはかるとともに店内環境の整備を実施いたしました。また４月よ

り小倉城、小倉城庭園、水環境館の管理業務を北九州市より受託・運営するとともに、

６月にはゆとりと癒しの空間を提供する紫江'SⅡをオープンし当社周辺の集客力向

上に努めるなど、環境共生型百貨店を目指して取り組んでまいりました。 

 売上高は、競合店の出店や台風等の天候不順の影響もあり５７４億１４百万円と前

年同期に比べ５１億７７百万円（△８．３％）の減収となり、営業諸経費の大幅な圧
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縮に努めましたが、営業利益は１５億３７百万円と前年同期に比べ８億４６百万円

（△３５．５％）の減益となりました。 

(その他事業) 

 その他の事業におきましては、前期に株式会社井筒屋ウィズカードの全株式を売却

しました結果、売上高は１億７６百万円と前年同期に比べ３億６５百万円（△６７．５％）、

営業利益は△１４百万円と前年同期に比べ１億３百万円の減益となりました。 

（２）通期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、「経営方針 ５．会社の対処すべき課題」に記載の

とおりであります。 

 なお、通期の業績につきましては、売上高１，１９５億円（前期比５．９％減）、

営業利益４３億５０百万円（前期比６．４％減）、経常利益３４億円（前期比６．６％

増）、当期純利益１５億円（前期比２９．５％減）を見込んでおります。 

 

２．財政状態 
 当中間期末の総資産は、当社改装および土地の取得等により有形固定資産が６億６

４百万円の増加となりましたが、現金及び預金が１３億６８百万円減少しましたこと

などにより、前期末に比べ７億４９百万円減少し、９４３億６８百万円となりました。 

 負債は、借入金が２４億３１百万円、支払手形・買掛金が８億９５百万円減少とな

り、前期末に比べ２７億７２百万円減少し、８７６億４７百万円となりました。 

 株主資本は、中間純利益７億１７百万円に加え、新株予約権の行使により資本金及

び資本準備金が１２億９９百万円増加しましたことにより、前期末に比べ２０億２２

百万円増加し、６７億１８百万円となりました。 

 当中間期の連結キャッシュ・フローは、社債発行による収入の増加がありましたも

のの、有形固定資産の取得及び借入金の返済に加え、売上高減少に伴う営業活動によ

るキャッシュ・フローの減少がありましたことにより、現金及び現金同等物は、前年

同期に比べて１４億１０百万円（△２３．３％）減少し、４６億１９百万円となりま

した。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、主に税金等調整前中間純利益及

び減価償却費により９億３百万円（前年同期に比べ１７億２８百万円の収入の減少）

となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の投資活動によるキャッシュ・フローは、本社のリニューアルに伴う有形

固定資産の取得による支出があり、△１７億９８百万円（前年同期に比べ８億８０百

万円の支出の増加）となりました。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債発行による収入がありまし

たものの、借入金の返済による支出があり、△４億７１百万円（前年同期に比べ１億

４０百万円の支出の減少）となりました。 

 

 なお、当社企業グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりです。 
 平成14年８月 

中 間 期 
平成15年８月 
中 間 期 

平成16年８月 
中 間 期 

平成 15 年 
２月期 

平成 16 年 
２月期 

自己資本比率（％） １．９ ３．７ ７．１ ２．４ ４．９ 

時価ベースの自己資本比率（％） １５．５ １４．４ １８．２ １４．２ １７．９ 

債務償還年数（年） １６．３ １２．７ ３１．３ １６．９ １０．０ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ２．７ ３．２ １．４ ２．４ ３．６ 

 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

中間期の債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

 

 注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）

により算出しております。 

   ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動に

よるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対

照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

 



中間連結貸借対照表

　    （単位　百万円）

      ％       ％       ％

Ⅰ

4,662 6,083 6,031

8,177 9,309 8,017

965 167 165

5,948 6,144 6,361

81 103 81

1,185 3,305 1,009

△ 43 △ 115 △ 122

20,978 22.2 24,997 24.4 21,544 22.7

Ⅱ

1.

26,063 27,022 25,700

23,054 24,182 22,733

1 1 10

1,051 1,243 1,061

50,171 52,450 49,506

2. 123 335 287

3.

2,155 3,432 2,546

12,901 13,010 12,960

6,820 7,097 7,029

345 257 355

933 1,012 969

△ 91 △ 56 △ 87

23,064 24,753 23,773

73,358 77.8 77,539 75.6 73,567 77.3

Ⅲ

29         －         －

2 7 5

31 0.0 7 0.0 5 0.0

94,368 100.0 102,545 100.0 95,118 100.0

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

建 物 及 び 構 築物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の 資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産

資 産 合 計

金　　　額 構成比率

科       目

金　　　額 構成比率 金　　　額 構成比率

前中間連結会計期間末

( 資 産 の 部)

前 連 結 会 計 年 度当中間連結会計期間末

( 平成 16 年 8 月 31 日現 在 ) ( 平成 16 年 2 月 29 日現 在 )( 平成 15 年 8 月 31 日現 在 )

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

新 株 発 行 費

繰 延 資 産 合 計

社 債 発 行 費
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　    （単位　百万円）

        ％        ％         ％

Ⅰ

8,627 9,847 9,522

35,156 38,580 34,983

48 67 86

7,631 7,656 8,126

191 305 197

5,985 5,857 5,527

57,640 61.1 62,313 60.8 58,442 61.5

Ⅱ

700        －         －

21,448 28,379 24,052

4,960 4,913 4,929

2,388 2,518 2,390

238 340 351

54 34 54

206 171 172

11 67 26

30,007 31.8 36,425 35.5 31,977 33.6

87,647 92.9 98,739 96.3 90,420 95.1

2 12 2

2 0.0 12 0.0 2 0.0

Ⅰ 8,673 9.2 8,020 7.8 8,020 8.4

Ⅱ 10,063 10.7 9,416 9.2 9,416 9.9

Ⅲ △ 19,461 △ 20.7 △ 21,250 △ 20.7 △ 20,133 △ 21.2

Ⅳ 7,440 7.9 7,369 7.2 7,394 7.8

Ⅴ 12 0.0 244 0.2 5 0.0

Ⅵ △ 9 △ 0.0 △ 6 △ 0.0 △ 7 △ 0.0

6,718 7.1 3,793 3.7 4,695 4.9

94,368 100.0 102,545 100.0 95,118 100.0

流 動 負 債

支払手形・買掛金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

預 り 保 証 金

長 期 借 入 金

債務保証引当金

固 定 負 債 合 計

金　　　額 構成比率金　　　額 構成比率 金　　　額 構成比率

前中間連結会計期 間末

( 負 債 の 部 )

当中間連結会計期 間末 前 連 結 会 計 年 度

賞 与 引 当 金

負 債 合 計

(平成15年8月31日現在)(平成16年8月31日現在) (平成16年2月29日現在)科       目

退職給付引当金

役 員 退 職 慰 労引 当金

再 評 価 に 係 る 繰 延
税 金 負 債

前 受 金

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分

資 本 金

負債、少数株主持
分及び資本合計

( 資 本 の 部 )

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

土地再評価差額金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

そ の 他

新株予約権付社債
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中間連結損益計算書

　    （単位　百万円）

Ⅰ 57,590 100.0 63,133 100.0 127,039 100.0

Ⅱ 42,669 74.1 46,475 73.6 93,516 73.6

14,921 25.9 16,658 26.4 33,523 26.4

Ⅲ 13,598 23.6 14,299 22.6 28,877 22.7

1,323 2.3 2,358 3.8 4,645 3.7

Ⅳ 1,042 1.8 597 0.9 1,407 1.1

129 124 251

152 119 211

759 353 944

Ⅴ 1,218 2.1 1,408 2.2 2,864 2.3

735 856 1,685

482 552 1,178

1,146 2.0 1,547 2.5 3,188 2.5

Ⅵ 6 0.0 14 0.0 1,574 1.2

Ⅶ 327 0.6 293 0.5 2,110 1.6

825 1.4 1,268 2.0 2,652 2.1

74 0.1 64 0.1 191 0.1

33 0.1 218 0.3 330 0.3

         0 0.0 1 0.0 4 0.0

717 1.2 984 1.6 2,126 1.7

売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

中 間 （ 当期 ）純 利益

金　　　額 比  率

科      　目

金　　　額 比  率 比  率

前中間連結会計期間

売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当中間連結会計期間
前 連 結 会 計 年 度 の

要約連結損益計算書

自 平成16年3月 1日 自 平成15年3月 1日

至 平成16年 8月 31日

販売費及び一般管理費

金　　　額

至 平成16年 2月 29日

％ ％％

法 人 税 等 調 整 額

受取利息・配当金

そ の 他 の 収 益

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

持分法による投資利益

少 数 株 主 利 益

自 平成15年3月 1日

至 平成15年 8月 31日
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中間連結剰余金計算書

（単位　百万円）

Ⅰ

9,416 9,416 9,416

Ⅱ 647         －         －

647         －         －

Ⅲ 10,063 9,416 9,416

Ⅰ

△ 20,133 △ 22,234 △ 22,234

Ⅱ 717 984 2,126

717 984 2,126

Ⅲ 45         － 25

45         － 25

Ⅳ △ 19,461 △ 21,250 △ 20,133

金　　　額

科      　目

金　　　額

前 中 間 連 結 会 計 期 間当 中 間 連 結 会 計 期間 前 連 結 会 計 年 度

自 平 成 16年 3月 1日 自 平 成 15 年 3 月 1 日

至 平 成 16年 8月 31 日

金　　　額

至 平 成 16 年 2 月 29 日

自 平 成 15年 3月 1日

至 平 成 15年 8月 31 日

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 準 備 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利益剰余金中間期末(期末)残高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

欠 損 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

土 地再 評価 差額 金取 崩額

新 株 予 約 権 の 行 使

- １３ -



中間連結キャッシュ・フロー計算書

 (単位  百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成16年3月31日 自 平成15年3月31日 自 平成15年3月31日
至 平成16年8月31日 至 平成15年8月31日 至 平成16年2月29日

金　　　額 金　　　額 金　　　額
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 825 1,268 2,652
減価償却費 1,223 1,324 2,636
社債発行費償却 9 - -
新株発行費償却 2 2 5
貸倒引当金の増減額（減少△） △ 75 16 156
賞与引当金の増減額（減少△） △ 5 23 △ 74
退職給付引当金の増減額（減少△） △ 2 130 12
役員退職慰労引当金の増減額（減少△） △ 112 32 42
債務保証引当金の増加額 - - 20
受取利息及び受取配当金 △ 129 △ 124 △ 251
支払利息 625 856 1,685
持分法による投資利益 △ 152 △ 119 △ 211
固定資産除却損 292 10 566
固定資産売却益 △ 5 - -
固定資産売却損 - 30 794
子会社整理損 0 - -
有価証券償還損 - 21 21
電話加入権売却損 - 37 37
子会社株式売却益 - - △ 802
子会社株式評価損 - - 10
投資有価証券売却益 △ 0 - △ 747
投資有価証券売却損 - 0 147
投資有価証券評価損 12 67 67
ゴルフ会員権売却益 △ 1 △ 14 △ 24
ゴルフ会員権売却損 - 17 35
会員権等評価損 - 5 21
売上債権の増加額 △ 160 △ 880 △ 65
たな卸資産の減少額 413 568 351
仕入債務の増減額（減少△） △ 895 187 △ 137
未払消費税の増減額（減少△） △ 186 △ 21 36
その他資産の増減額（増加△） 34 △ 129 △ 5
その他負債の増減額（減少△） △ 187 143 466

小        計 1,524 3,456 7,448
利息及び配当金の受取額 130 125 252
利息の支払額 △ 649 △ 835 △ 1,634
法人税等の支払額 △ 102 △ 115 △ 174

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 903 2,631 5,891
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 △ 37 △ 57 △ 65
定期預金の払戻しによる収入 39 59 65
有価証券の取得による支出 △ 14 - △ 21
有価証券の売却による収入 14 110 132
有形固定資産の取得による支出 △ 1,624 △ 817 △ 1,157
有形固定資産の売却による収入 22 36 736
無形固定資産の取得による支出 △ 9 △ 11 △ 16
無形固定資産の売却による収入 - 14 14
連結範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入 - - 901

投資有価証券の取得による支出 △ 336 △ 520 △ 1,128
投資有価証券の売却による収入 6 38 1,727
貸付による支出 △ 40 △ 60 △ 115
貸付金の回収による収入 173 243 426
その他 8 46 79

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,798 △ 918 1,577
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減 496 △ 1,023 △ 2,054
長期借入れによる収入 1,300 4,900 5,000
長期借入金の返済による支出 △ 4,227 △ 4,486 △ 9,354
社債の発行による収入 1,961 - -
自己株式の取得による支出 △ 1 △ 1 △ 2

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 471 △ 611 △ 6,411
Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額　 △ 1,367 1,102 1,058
Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 5,986 4,927 4,927
Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高　 4,619 6,030 5,986

科                目
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
子会社１５社のうち下記の１１社を連結の対象とし、その他の子会社は連結財務諸表に重
要な影響を与えないので連結の範囲から除外しております。

連結子会社 ― ㈱久留米井筒屋、㈱博多井筒屋、㈱宇部井筒屋、㈱飯塚井筒屋、
㈱レストラン井筒屋、㈱エッグ、㈱井筒屋友の会、
㈱ブックセンタークエスト、井筒屋商事㈱、
㈱井筒屋外商サービス、㈱井筒屋ファッションサービス

（注）前連結会計年度まで連結子会社であった㈱ヴィヴァンは、平成16年8月に会社清算が
結了したため連結の範囲から除外いたしましたが、清算結了までの損益計算書については
連結いたしました。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社４社及び関連会社５社のうち下記の関連会社を持分法適用会社とし、その他
の非連結子会社及び関連会社は連結純損益及び連結利益剰余金等に重要な影響を及ぼさな
いので持分法の適用範囲から除外しております。

持分法適用会社 ― ㈱エビス、西日本コンピュータ㈱、㈱小倉伊勢丹

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社の中間決算日はすべて親会社と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産 ― 主として売価還元法に基づく原価法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの ― 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの ― 移動平均法による原価法

デリバティブ ― 時価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 ― 定率法

ただし、建物（建物付属設備は除く）については定額法
無形固定資産 ― 自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間に基づく定額法
長期前払費用 ― 定額法

(3)重要な繰延資産の処理方法
社債発行費 ― 社債償還期間（２年）に亘り均等償却
新株発行費 ― 商法施行規則に規定する最長期間（３年）による均等償却

(4)重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間に負担す
べき額を計上しております。
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③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認めら
れる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異は、１５年による均等額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）
による定額法により費用処理しております。

④ 役員退職慰労引当金
親会社及び主要な連結子会社は内規に基づき必要額を計上しております。

⑤ 債務保証引当金
子会社等の財政状況を勘案し、債務超過解消不能見込額を計上しております。

(5)重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

(6)重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 ― 繰延ヘッジ処理
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ― 金利スワップ取引・金利キャップ取引
ヘッジ対象 ― 借入金支払利息

③ ヘッジ方針 ― 金利変動リスクを軽減する目的で利用して
おり、投機目的の取引は行っておりません｡

④ ヘッジの有効性評価 ― ヘッジ対象とヘッジ手段についてそれぞれ
方法 のキャッシュ・フロー総額の変動額を比較し

て有効性の判定を行っております。
(7)消費税の会計処理

税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって
おります。
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〔中間連結貸借対照表の注記〕
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円

２．保証債務 百万円 百万円
（うち保証予約） ( 百万円） ( 百万円）

〔中間連結損益計算書の注記〕

 当中間連結会計期間  前中間連結会計期間
１．特別利益の内訳

　　固定資産売却益 5 百万円     ―
　　投資有価証券売却益 0 百万円     ―
　　ゴルフ会員権売却益 1 百万円 百万円

２．特別損失の内訳
　　固定資産売却損     ― 百万円
　　固定資産除却損 百万円 百万円
　　子会社整理損 百万円     ―
　　有価証券償還損     ― 百万円
　　電話加入権売却損     ― 百万円
　　投資有価証券売却損     ― 百万円
　　投資有価証券評価損 百万円 百万円
　　ゴルフ会員権売却損     ― 百万円
　　会員権等評価損     ― 百万円
　　退職給付引当金繰入額     ― 百万円
　　その他の特別損失     ― 百万円

〔中間連結キャッシュ・フロー計算書の注記〕

 当中間連結会計期間  前中間連結会計期間
１．現金及び現金同等物の中間期末残
　　高と中間連結貸借対照表に掲記さ
　　れている科目の金額との関係

現金及び預金 百万円 百万円
預入れ期間が３ヶ月を越える定期預金 △ 百万円 △ 百万円
現金及び現金同等物の中間期末残高 百万円 百万円
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〔セ グ メ ン ト 情 報〕

１．事業の種類別セグメント情報

　　当中間連結会計期間（平成１６年３月１日～平成１６年８月３１日） （単位　百万円）

百貨店業 その他事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売    上    高

(1) 57,414 176 57,590 ― 57,590

(2) 1,875 453 2,329 ( 2,329 )    ―

計 59,290 629 59,920 ( 2,329 ) 57,590

57,752 644 58,397 ( 2,129 ) 56,267

1,537 △ 14 1,523 ( 199 ) 1,323

　　前中間連結会計期間（平成１５年３月１日～平成１５年８月３１日） （単位　百万円）

百貨店業 その他事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売    上    高

(1) 62,591 541 63,133 ― 63,133

(2) 2,243 652 2,896 ( 2,896 )    ―

計 64,835 1,194 66,029 ( 2,896 ) 63,133

62,451 1,105 63,556 ( 2,781 ) 60,774

2,384 89 2,473 ( 114 ) 2,358

　　前連結会計年度（平成１５年３月１日～平成１６年２月２９日） （単位　百万円）

百貨店業 その他事業 計 消去又は全社 連　　結

売上高及び営業損益

売    上    高

(1) 125,940 1,098 127,039 ― 127,039

(2) 4,462 1,268 5,731 ( 5,731 )    ―

計 130,403 2,367 132,770 ( 5,731 ) 127,039

125,735 2,135 127,871 ( 5,477 ) 122,393

4,667 231 4,899 ( 253 ) 4,645

（注）１．事業区分の方法
　　　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　２．各事業区分の主要な事業内容
･ ･ ･ 衣料品、身回品、雑貨、家庭用品及び食料品の販売並びに食堂・喫茶の経営
･ ･ ･ スポーツ施設の運営、前払式特定取引業

　　　３．衣料品等の販売を行っていた㈱ヴィヴァンは平成16年8月で会社清算が結了したため、前連結会計年度まで売上
　　　   高及び営業損益については「百貨店業」に含めておりましたが、当中間連結会計期間については「その他事業」に
　　　　 含めております。

２．所在地別セグメント情報
　　本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため記載しておりません。

３．海外売上高
　　海外売上高がないため記載しておりません。

〔リ ー ス 取 引〕

半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

外部顧客に対する売上高

営 業 費 用

営 業 利 益

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高又は振替高

営 業 費 用

営 業 利 益

百 貨 店 業
その他事業

セグメント間の内部売上高又は振替高

外部顧客に対する売上高

営 業 費 用

営 業 利 益

セグメント間の内部売上高又は振替高
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〔有 価 証 券 関 係〕

（当中間連結会計期間） （平成16年8月31日現在）

１.その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額
(1) 株式 百万円 百万円 百万円
(2) 債券 　〃 　〃 　〃

① 国債 　〃 　〃 　〃
② 転換社債 　〃 　〃 　〃

(3) その他 　〃 　〃 　〃
計 　〃 　〃 　〃

２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券
　非上場株式（店頭売買株式を除く） 303 百万円

（前中間連結会計期間） （平成15年8月31日現在）

１.その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額
(1) 株式 百万円 百万円 百万円
(2) 債券 　〃 　〃 　〃

① 国債 　〃 　〃 　〃
② 転換社債 　〃 　〃 　〃

(3) その他 　〃 　〃 　〃
計 　〃 　〃 　〃

２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券
　非上場株式（店頭売買株式を除く） 302 百万円

（前連結会計年度） （平成16年2月29日現在）

１.その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額
(1) 株式 百万円 百万円 百万円
(2) 債券 　〃 　〃 　〃

① 国債 　〃 　〃 　〃
② 転換社債 　〃 　〃 　〃

(3) その他 　〃 　〃 　〃
計 　〃 　〃 　〃

２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券
　非上場株式（店頭売買株式を除く） 302 百万円

〔デリバティブ取引関係〕

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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